
水循環基本計画と今後の動向について 

 

１.水循環基本法（H26.4 公布、H26.7 施行） 

○要点 

(1)水循環に関する施策を推進するため、水循環政策本部を設置 

(2)水循環施策の実施にあたり５つの基本理念を明確化 

(3)国、地方公共団体、事業者、国民といった水循環関係者の責務を明確化 

(4)水循環基本計画の策定 

(5)水循環施策推進のための基本的施策を明確化 

 

２.水循環政策本部（H26.7 設置） 

水循環に関する施策を集中的かつ総合的に推進するため、水循環基本法に基づ

き内閣に設置 

【構成員】 

本部長：内閣総理大臣 

副本部長：内閣官房長官及び水循環政策担当大臣（国土交通大臣） 

本部員：本部長、副本部長以外の全ての国務大臣 

 

３. 水循環基本計画 

○策定に向けたこれまでの流れ 

・平成 26 年 7 月 1 日 水循環基本法の施行 

水循環政策本部設置及び本部事務局の設置 

・平成 27 年 7 月 10 日 閣議（水循環基本計画の決定） 

 

○要点 

(1)流域単位で流域水循環協議会を設置し、流域水循環計画を策定する。 

(2)森林、河川、農地、都市、湖沼、沿岸域等において、行政、事業者、団体、住民等がそれ

ぞれ連携して活動する流域マネジメントを行い、流域の適切な保全や管理、施設整備、活

動等を、地域の実情に応じ実施し、流域の総合的かつ一体的な管理を行う。 
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４.今後の動向 

○水循環政策本部の今後の展開 

・内閣官房水循環政策本部事務局の総合調整の下、国は地方公共団体とともに、流域水

循環協議会の設置・運営、情報共有を行う。本部事務局は、基本計画策定に係る調査・

技術面等での支援を行う。 

・先行的にいくつかの流域で流域水循環協議会を立ち上げ、流域水循環計画を作成する。 

それらを受け、全国で水平展開する。 

・流域単位での活動を支援するため、本部事務局で「手引き」を作成し、モデル調査等を実

施する。 

 

５.参考 

 水循環基本計画 

＜http://www.kantei.go.jp/jp/singi/mizu_junkan/kihon_keikaku.html＞ 

 水循環政策本部 

＜http://www.kantei.go.jp/jp/singi/mizu_junkan/＞ 
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（国土交通大臣）
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水循環政策本部 資料


